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平成２１年度 １２月補正予算（その１）について 

今回の補正予算は、県税収入などの歳入の増減、国庫支出金の額の確定に伴い事業費

に増減が生じた事業などについて、それぞれ所要の措置を講じるものです。 

 

【１２月補正（その１）後の予算規模】                        （単位：千円、％） 

伸び率  ２０年度最終 

予算額 ① 

２１年度現計 

予算額 ② 

１２月補正額 

（その１） 

補正後累計 

     ③ ③／① ③／② 

一般会計 735,445,375 754,859,872 4,603,821 759,463,693 3.3   0.6 

特別会計 22,805,381 22,663,485  777,555 23,441,040     2.8    3.4 

企業会計 68,311,794 62,132,662 ▲1,897,111 60,235,551  ▲11.8 ▲3.1 

合計 826,562,550 839,656,019 3,484,265 843,140,284     2.0    0.4 

 

Ⅰ 一般会計の内容                         4,603,821 千円 

 

１ 歳入の主要点 

（１）県税                                  ▲ 2,145,000千円 

    県税については、個人県民税で650,000千円の増額、地方消費税で2,218,000千円の

増額、軽油引取税で1,643,000千円の減額、法人事業税で1,222,000千円の減額、不動

産取得税で992,000千円の減額、自動車取得税で817,000千円を減額補正する。 

 

 

（２）地方消費税清算金収入                     ▲ 2,380,000千円 

    地方消費税清算金収入については、輸入の減少に伴う全国の消費税収の減少に伴い、

2,380,000千円を減額補正する。 

 

 

（３）国庫支出金                                              10,192,789千円 

平成２１年１１月１８日 

 

総務部 予算調整室 
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国庫支出金については、地域医療再生臨時特例交付金で5,000,000千円、地域活性

化・公共投資臨時交付金で3,674,878千円、定住自立圏等民間投資促進交付金で400,000

千円、感染症予防事業費負担金で660,049千円をそれぞれ増額するなど、あわせて

10,192,789千円を増額補正する。 

 

 

（４）県債                                                    4,069,000千円 

県債については、減収補てん債で4,500,000千円を増額するなど、4,069,000千円を

増額補正する。 

 

 

（５）繰越金                                                    1,609,502千円 

繰越金については、平成２０年度決算に伴い、1,609,502千円を増額補正する。 

 

 

（６）繰入金                                                 ▲7,742,862千円 

基金繰入金については、財政調整基金で7,613,485千円を減額するなど、7,742,862

千円を減額補正する。 

 

 

２ 歳出の主要点 

 

（１）新型インフルエンザ対策事業                                990,074千円 

新型インフルエンザワクチンの優先接種者のうち低所得者の実費負担額に補助す

る市町に対し、支援する。 

 

 

（２）特定不妊治療費助成金                                60,600千円 

高額な医療費がかかる体外受精、顕微授精などの不妊治療に対する特定不妊治療費

助成金について、申請件数の増加に伴い、増額補正を行う。 

 

 

（３）定住自立圏等民間投資促進交付金事業                        400,000千円 

定住自立圏の形成が見込まれる地域等において，圏域における生活に必要な機能の

確保等に資すると認められる民間事業者等の施設又は設備の整備に対して、その初期

費用を支援する。 
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（４）国民保護対策費（J-ALERT整備費）                          157,541千円 

全国瞬時警報システムを整備する市町に対して、支援する。 

 

 

（５）産業人材育成基盤整備事業                     26,000千円 

高度部材にかかる最先端の研究開発及び産業人材の育成を目的に設置した高度部材

イノベーションセンター（ＡＭＩＣ）の機能をより一層充実するために、新たな研究

棟の整備を行う。 

 

 

（６）公共事業等                                                 25,023千円 

 ①一般公共事業                      ▲358,753千円 

      国の内示等により、農業農村事業で978,130千円の増額、道路事業で307,812千

円の減額、河川事業で492,000千円の減額、都市計画事業で302,000千円の減額、

港湾事業で134,000千円の減額を行うなど、あわせて358,753千円を減額補正する。 

      

    ②災害復旧事業                          504,078千円 

   台風１８号による災害の発生及び過年災害の額の確定により、504,078千円を

増額補正する。 

 

 

（７）人件費                                        ▲1,429,845千円 

平成２１年度人事委員会報告を踏まえ、期末手当等を減額することなどに伴い、

1,429,845千円減額補正する。 

 

 

（８）地方消費税清算金                              1,529,000千円 

地方消費税の増収に伴い、地方消費税清算金を1,529,000千円増額補正する。 

 

 

（９）基金積立金                                     9,888,138千円 

基金積立金について、地域医療再生臨時特例交付金を（新）地域医療再生臨時特例

基金に 5,000,000 千円を、地域活性化・公共投資臨時交付金等を庁舎等整備基金に

5,043,617 千円積み立てるなど、9,888,138 千円増額補正する。 
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Ⅱ 特別会計の内容                          777,555 千円 

 

１ 流域下水道事業特別会計                      399,399千円 

平成２０年度の流域下水道事業にかかる維持管理費の額の確定に伴う市町への余剰金

返還による増額などにより、399,399千円を増額補正する。 

 

 

 

Ⅲ 企業会計の内容                     ▲1,897,111 千円 

 

１ 水道事業会計                              ▲979,516千円 

北勢広域水道拡張費等の減額などにより、979,516千円を減額補正する。 

 

２ 工業用水道事業会計                        ▲681,949千円 

北伊勢工業用水道改良費等の減額などにより、681,949千円を減額補正する。 

 




